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「ケーブルテレビへのデジアナ変換の暫定的導入」に向けた 

有線テレビジョン放送事業者等への要請 

－地上デジタル放送への完全移行に向けた受信環境整備－ 

 

 

 総務省は、有線テレビジョン放送事業者及び電気通信役務利用放送事業者に対し、「ケーブル

テレビへのデジアナ変換の暫定的導入」の積極的な取組等について要請を行いました。 

  

１ 経緯 

総務省では、平成２３年７月２４日の地上デジタル放送への完全移行に向けて、関係者・団

体等との連携の下、全力で取り組んでいるところです。 

このような中、情報通信審議会第６次中間答申「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及

に向けて行政の果たすべき役割」（平成２１年５月２５日）において「ケーブルテレビのデジ

アナ変換の暫定的導入の促進」が提言され、また、地上デジタル推進全国会議による「デジタ

ル放送推進のための行動計画（第１０次）」（平成２１年１２月１日）においても、ケーブルテ

レビ事業者側の取組として、デジアナ変換の暫定的導入について検討を行うことが明示された

ところです。 

デジアナ変換の暫定的導入は、使用可能なアナログ受信機を地上アナログ放送停波後も継続

して使用したいという視聴者の要望への対応、２台目、３台目を含むアナログ受信機の買換え

等に要する視聴者負担の平準化、アナログ受信機の廃棄・リサイクルの平準化等に有効である

とともに、共聴施設のデジタル化に関する住民等の合意形成の加速化に資することから、地上

デジタル放送への円滑な移行に寄与するものとして期待されています。 

これらを踏まえ、総務省では、自主放送を行う許可施設を有する有線テレビジョン放送事業

者及び電気通信役務利用放送事業者に対して、以下の要請を行いました。 

 

２ 要請の内容 

（１）デジアナ変換の暫定的な導入 

地上デジタル放送への移行のための環境を整備する観点から、別紙のようなデジアナ変換

の暫定的導入について検討すること。 

導入に当たっては、視聴者が利用しやすいサービスメニュー、提供条件等とすることにつ

いて配慮すること。 
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また、現行の地上アナログ放送と同一のチャンネルによるデジアナ変換を実施できない場

合には、視聴者へのチャンネル設定変更のサポートについても十分に配慮すること。 

（２）デジアナ変換を導入しない場合の対応 

   業務区域内の視聴者のデジタル対応が既に相当程度進展していたり、混信障害のおそれが

ある等の理由によりデジアナ変換を導入しない場合においては、例えば、必要に応じて視聴

者が利用しやすい条件で簡易チューナーを提供するなど、地上アナログ放送終了後の視聴環

境を確保するための措置を講じるよう検討すること。 

（３）デジアナ変換の導入等に関する取組方針の調査 

   デジアナ変換の導入計画の有無やその内容、導入しない場合の対応策等についての調査に

協力すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡先） 

情報流通行政局衛星・地域放送課地域放送推進室

担当：竹内課長補佐、上野地域振興係長 

電話：（代表）03-5253-5111（内線）5810 

（直通）03-5253-5810 

   （ＦＡＸ）03-5253-5811 



別紙 

 

デジアナ変換の暫定的導入について 

 

 

 （１）デジアナ変換とは 

    デジアナ変換は、ケーブルテレビのヘッドエンドにおいて地上デジタルテレ

ビ放送をアナログ方式に変換して再送信するものです。 

デジアナ変換の暫定的導入は、使用可能なアナログ受信機を地上アナログ放

送停波後も継続して使用したいという視聴者の要望への対応、２台目、３台目

を含むアナログ受信機の買換え等に要する視聴者負担の平準化、アナログ受信

機の廃棄・リサイクルの平準化等、平成２３年７月以降も残存するアナログ受

信機対策としても効果的であることから、地上デジタル放送への円滑な移行に

寄与するものと期待されます。 

 

 

 

ケーブルテレビにおけるデジアナ変換の概要 

 

 
 

 

 



 （２）開始時期 

    デジアナ変換の導入は、他の電波による混信により技術的に導入が困難な場

合があることや簡易チューナー配付などの代替措置があることなどから、最終

的には各事業者がそれぞれの状況に基づき判断することとなります。 

導入する場合の開始時期は、基本的には各事業者が経営戦略に基づき判断す

ることになりますが、地上アナログ放送終了（平成２３年７月２４日）までの

できるだけ早い時期とします。 

 

 （３）終了時期 

    デジアナ変換が暫定的な措置であることを踏まえ、平成２７年３月末に終了

することとします。 

 

 （４）機能上の制約 

    一般的にデジアナ変換による放送は、地上デジタル放送と比較して、例えば、

次のような機能上の制約があります。 

    ・映像がレターボックスになること 

    ・データ放送を受信できないこと 

    ・放送の録画回数がコピーワンスになること 

    ・EPG が使えないこと 等 

使用できる機能は各事業者ごとに異なる部分があると考えられます。 

  




